
六
〇
歳
以
後
引
続
き
就
労
を
希

望
す
る
方
を
継
続
雇
用
す
る
際
に
、

勤
務
先
で
勤
務
条
件
を
見
直
し
、

六
〇
歳
前
に
比
べ
て
六
〇
歳
以
後

の
賃
金
が
低
下
す
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
。

こ
の
よ
う
な
場
合
、
次
の
四
つ

の
条
件
に
該
当
す
る
と
、
労
働
者

本
人
が
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
か
ら
『
高

年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
』
を

受
給
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

（
図
1
参
照
）

①
六
〇
歳
到
達
日
（
※
一
）
で
雇

用
保
険
被
保
険
者
期
間
が
通
算
し

て
五
年
以
上
あ
る
。
ま
た
は
、
六

十
五
歳
ま
で
に
通
算
し
て
五
年
以

上
の
被
保
険
者
期
間
を
満
た
し
た
。

②
六
〇
歳
以
後
の
賃
金
が
六
〇
歳

時
点
に
比
べ
て
七
十
五
％
未
満
に

低
下
し
て
い
る
。

③
六
〇
歳
以
後
も
引
続
き
雇
用
保

険
の
一
般
被
保
険
者
で
あ
る
。

④
六
〇
歳
以
後
に
退
職
し
て
求
職

者
給
付
の
基
本
手
当
等
を
受
給
し

て
い
な
い
。

た
だ
し
、
給
付
金
の
受
給
可
能

期
間
は
、
六
〇
歳
に
達
し
た
月
か

ら
六
十
五
歳
に
達
す
る
月
ま
で
で

す
が
、
受
給
条
件
②
に
該
当
し
て

い
な
い
月
は
受
給
で
き
ま
せ
ん
。

六
〇
歳
以
後
に
退
職
し
て
失
業

給
付
を
受
給
し
て
い
る
方
が
、
六

十
五
歳
未
満
で
再
就
職
し
た
場
合

に
、
求
職
者
給
付
の
基
本
手
当

（
以
下
、
基
本
手
当
と
記
載
）
の

計
算
の
基
と
な
っ
た
賃
金
日
額

（
※
二
）
よ
り
も
再
就
職
先
の
賃

金
が
低
下
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
場
合
、
次
の
五
つ

の
条
件
に
該
当
す
る
と
、
労
働
者

本
人
が
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
か
ら
『
高

年
齢
再
就
職
給
付
金
』
を
受
給
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
（
図
２
参

照
）

①
直
前
の
離
職
時
点
で
雇
用
保
険

被
保
険
者
期
間
が
通
算
し
て
五
年

以
上
あ
る
。

②
六
〇
歳
以
上
六
十
五
歳
未
満
で

一
年
を
超
え
て
引
続
き
雇
用
さ
れ

る
こ
と
が
確
実
で
あ
る
と
認
め
ら

れ
る
職
業
に
就
い
た
。

③
再
就
職
先
の
賃
金
が
、
基
本
手

当
の
計
算
の
基
と
な
っ
た
賃
金
日

額
の
三
〇
日
分
と
比
べ
て
七
十
五

％
未
満
に
低
下
し
て
い
る
。

④
雇
用
保
険
の
一
般
被
保
険
者
で

あ
る
。

⑤
基
本
手
当
を
一
〇
〇
日
以
上
残

し
て
再
就
職
し
た
。

た
だ
し
、
給
付
金
の
受
給
可
能

期
間
は
、
六
〇

歳
に
達
し
た
月

か
ら
六
十
五
歳

に
達
す
る
月
ま

で
で
す
が
、
受

給
条
件
③
に
該

当
し
て
い
な
い
月
は
受
給
で
き
ま

せ
ん
。

原
則
と
し
て
、
受
給
す
る
労
働

者
本
人
が
申
請
し
ま
す
。
し
か
し
、

申
請
に
は
賃
金
台
帳
や
勤
怠
表

（
タ
イ
ム
カ
ー
ド
）
の
写
し
、
事

業
主
印
も
必
要
な
こ
と
か
ら
、
で

き
る
限
り
勤
務
先
の
協
力
を
得
る

の
が
よ
い
で
し
ょ
う
。

受
給
額
に
は
、
支
給
限
度
額
、

六
〇
歳
到
達
時
等
の
賃
金
日
額
の

上
限
額
と
下
限
額
な
ど
が
設
け
ら

れ
て
い
て
、
毎
年
八
月
一
日
に
変

更
さ
れ
ま
す
。

・
支
給
限
度
額
三
四
四
、
二
〇
九
円

・
最
低
限
度
額

一
、
八
六
四
円

・
六
〇
歳
到
達
時
等
の
賃
金
月
額

上
限
額

四
五
一
、
八
〇
〇
円

下
限
額

六
九
、
九
〇
〇
円

な
お
、
こ
れ
ら
の
給
付
金
を
受

給
す
る
と
、
特
別
支
給
の
老
齢
厚

生
年
金
ま
た
は
特
別
支
給
の
退
職

共
済
年
金
（
※
三
）
の
一
部
が
支

給
停
止
に
な
り
ま
す
の
で
、
注
意

し
て
く
だ
さ
い
。

（
※
一
）
六
〇
歳
の
誕
生
日
の
前
日

（
※
二
）
離
職
日
の
直
前
六
か
月
前
に
支

払
わ
れ
た
賃
金
を
一
八
〇
で
割
っ
た
額

（
※
三
）
六
〇
歳
前
半
に
受
給
す
る
年
金

の
名
称
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定
年
後
の
雇
用
継
続
に

再
就
職
し
た
と
き
に

給
付
金
を
受
給
す
る
に
は

①被保険者期間が
通算5年以上

②60歳到達時の賃金の75％未満に低下
③雇用保険の一般保険者

①被保険者期間が
通算5年以上

失業給付
受給

②離職時の賃金日額30日分の75％未満に低下
③雇用保険の一般保険者

（※）基本手当支給残日数が１００日以上２００日未満：１年間
基本手当支給残日数が２００日以上：２年間

（図１）

（図２）

今
月
は
、
六
〇
歳
以
後
も
引
続
き
就
労
意
欲
の
あ

る
方
が
、
雇
用
継
続
や
再
就
職
時
に
利
用
で
き
る
給

付
金
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

離職時 再就職 65歳

65歳
60歳到達日、または60歳以降で
通算5年に達した日

支給期間（※）

支給期間



労
働
保
険
料
を
申
告
・
納
付
す

る
時
期
に
な
り
ま
し
た
。
一
年
間

の
賃
金
総
額
を
集
計
し
て
保
険
料

を
算
出
し
ま
す
の
で
、
少
し
早
め

に
準
備
し
て
お
く
と
よ
い
で
し
ょ

う
。
万
一
、
指
定
期
限
内
に
行
わ

な
か
っ
た
と
き
や
納
付
額
に
誤
り

が
あ
っ
た
と
き
に
は
、
追
徴
金
や

延
滞
金
の
加
算
の
対
象
に
な
る
こ

と
が
あ
り
ま
す
。

労
働
保
険
料
は
、
確
定
保
険
料

と
概
算
保
険
料
を
そ
れ
ぞ
れ
労
災

保
険
料
と
雇
用
保
険
料
と
に
分
け

て
計
算
し
ま
す
。

ま
ず
、
今
年
申
告
す
る
確
定
保

険
料
を
、
平
成
二
十
三
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
四
年
三
月
三
十

一
日
ま
で
の
期
間
に
労
働
者
へ
支

払
っ
た
賃
金
総
額
に
、
各
事
業
所

単
位
で
定
め
ら
れ
た
保
険
料
率
と

一
般
拠
出
金
率
を
乗
じ
て
算
出
し

ま
す
。

次
に
、
今
年
申
告
す
る
概
算
保

険
料
を
、
平
成
二
十
四
年
四
月
一

日
か
ら
平
成
二
十
五
年
三
月
三
十

一
日
ま
で
の
期
間
に
労
働
者
へ
支

払
う
賃
金
見
込
額
に
、
各
事
業
所

単
位
で
定
め
ら
れ
た
保
険
料
率
を

乗
じ
て
算
出
し
ま
す
。
こ
の
と
き

の
賃
金
見
込
額
は
、
前
年
度
の
賃

金
総
額
の
百
分
の
五
〇
以
上
百
分

の
二
百
以
下
と
見
込
ま
れ
る
場
合

に
は
、
前
年
度
賃
金
総
額
を
用
い

ま
す
。

な
お
、
平
成
二
十
四
年
度
保
険

料
率
は
、
労
災
保
険
料
率
、
雇
用

保
険
料
率
と
も
改
定
さ
れ
て
い
ま

す
の
で
、
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

最
後
に
、
昨
年
度
に
納
付
し
た

概
算
保
険
料
額
と
、
今
回
算
出
し

た
確
定
保
険
料
と
の
差
額
を
不
足

分
ま
た
は
超
過
分
と
し
て
、
今
回

納
付
す
る
概
算
保
険
料
に
加
減
し

ま
す
。

一
日
（
～
七
月
一
〇
日
）

○
労
働
保
険
の
今
年
度
の
概
算
保

険
料
の
申
告
と
昨
年
度
分
の
確
定

保
険
料
の
申
告
書
の
提
出

［
都
道
府
県
労
働
局
ま
た
は
労
働

基
準
監
督
署
］

一
〇
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
採
用
し

た
労
働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
一
括
有

期
事
業
を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

三
十
一
日

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

［
公
共
職
業
安
定
所
］

第37号 藤田社会保険労務士事務所だより 平成24年6月1日

「
事
務
所
だ
よ
り
」
第
一
号
発

行
か
ら
早
四
年
目
に
入
り
ま
し
た
。

Ａ
四
版
両
面
に
掲
載
で
き
る
内
容

に
制
約
は
あ
り
ま
す
が
、
可
能
な

限
り
数
多
く
の
記
事
を
掲
載
し
て

ま
い
り
ま
す
。

「
事
務
所
だ
よ
り
」
の
記
事
に

関
す
る
ご
意
見
や
ご
要
望
、
ご
質

問
が
ご
ざ
い
ま
し
た
ら
、
左
記
ま

で
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

（
ぎ
ん
）

編
集
後
記

六
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

藤田社会保険労務士事務所

e-mail
k-fujita@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・FAX 075-571-8611

〒601-1456
京都市伏見区小栗栖南後藤町6-31-408

主な対象者

の範囲

主 な 賃 金

の範囲

労災保険

雇用保険

労災保険

雇用保険
共通

名称や雇用形態にかかわらず、賃金を受け取る者
（代表権、業務執行権を有する者は除く）

名称や雇用形態にかかわらず、賃金を受け取る者で、次のいずれにも
該当するもの
☆ １週間の所定労働時間が２０時間以上
☆ ３１日以上の雇用見込みがある
ただし、季節的雇用者・４カ月以上での雇用者・昼間学生・６５歳以
上の新規雇用者は除く

基本給、時間外手当・役職手当等の各種手当、賞与、通勤手当など
※ 雇用保険料は、その年の４月１日現在で満６４歳以上の者からは控
除しないため、雇用保険料の賃金総額を算出する際には、該当者の賃金
は控除すること。

Ｑ 私は、従業員５名の企業で就労しています。決算月の翌月だけ

残業や休日出勤があります。最近、知人に「残業等には三六協

定が必要」と聞きましたが、何のことかわかりません。

Ａ 労働時間は、法律（労働基準法第32条）で休憩時間を除いて

1日8時間、1週間４０時間の上限が定められています。これ

を「法定労働時間」といい、これに違反した使用者は、６か月以下の
懲役または３０万円以下の罰金が科せられます。

そこで、法律（労働基準法第36条）では、残業や休日出勤が必要
な時期に法定労働時間を超えて労働することを事前に使用者と労働者

が取り決めて、労働基準監督署に届け出るように定めています。
この取り決め、すなわち時間外労働協定は、法律の条文から「三六

（サブロク）協定」と呼ばれています。なお、協定の締結方法や締結

内容は、任意ではなく、労働基準法等に定められていますので、注意
しましょう。

なお、三六協定を締結して届け出るだけでは、単に労働基準法第３
２条違反を免れるだけに過ぎず、労働義務自体は発生しません。就業

規則（就業規則が無い場合は個別の労働契約）で、法定外労働等の義
務があることを明示しておく必要があります。

三六協定の締結と届出の効果


